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（証券コード：6594）
http://www.nidec.com/

決算説明会
2013年3月期 第3四半期

2013年1月24日

－注意事項－

本プレゼンテーション及び引き続き行われる質疑応答の際の回答には、将来
に関する見通し 期待 判断 計画あるいは戦略が含まれています この将

－注意事項－

本プレゼンテーション及び引き続き行われる質疑応答の際の回答には、将来
に関する見通し 期待 判断 計画あるいは戦略が含まれています この将に関する見通し、期待、判断、計画あるいは戦略が含まれています。この将
来予測に基づく記載や発言は、為替変動、製品に対する需要変動、各種
モータの開発・生産能力、関係会社の業績及びその他のリスクや不確定要
素を含みます。本プレゼンテーション及び引き続き行われる質疑応答の際の
回答に含まれる全ての将来的予測に基づく記載や発言は、プレゼンテーショ
ンの日に入手可能な情報に基づいており、私達は、このような将来予測に
基づく記載や発言を更新する義務を負いません。また、この記載や発言は、
将来の実績を保証するものではなく、実際の結果が、私達の現在の期待と

に関する見通し、期待、判断、計画あるいは戦略が含まれています。この将
来予測に基づく記載や発言は、為替変動、製品に対する需要変動、各種
モータの開発・生産能力、関係会社の業績及びその他のリスクや不確定要
素を含みます。本プレゼンテーション及び引き続き行われる質疑応答の際の
回答に含まれる全ての将来的予測に基づく記載や発言は、プレゼンテーショ
ンの日に入手可能な情報に基づいており、私達は、このような将来予測に
基づく記載や発言を更新する義務を負いません。また、この記載や発言は、
将来の実績を保証するものではなく、実際の結果が、私達の現在の期待と
は、実体的に異なる場合があります。このような違いには、多数の要素が原
因となり得ます。
は、実体的に異なる場合があります。このような違いには、多数の要素が原
因となり得ます。

表紙写真は、本年度5月に買収した ASI社 の推進モータとドライブを搭載したパイプライン施設船です。
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（単位：百万円）

１1年度

第３四半期

（累計）

１2年度

第３四半期

（累計）

増減
１2年度

通期見込

売上高 514 733 523 210 +1 6％ 690 000

連結決算業績

売上高 514,733 523,210 +1.6％ 690,000

営業利益

（営業利益率）

54,295

(10.5%)

44,702

(8.5%)

-17.7％ 20,000

(2.9%)

税引前利益 48,793 39,512 -19.0% 12,500

当期利益 31,654 28,216 -10.9% 4,500

株利益（円） 229 86 209 60 8 8% 33 37

3

一株利益（円） 229.86 209.60 -8.8% 33.37

対米ドル為替レート

平均・・・

期末・・・

79.01

77.74

80.00

86.58

+1.3%

+11.4%

85.00円

（4Q想定ﾚｰﾄ）

※当3Ｑ累計の平均為替レートは対米ドルで円安（1米ドル当たり前年同期比0.99円の円安）となりましたが、対ユーロで円高（1ユーロ当た
り前年同期比8.47円の円高）が進み、売上高では前年同期比約10億円の増収、営業利益では同約8億円の減益要因となりました。

通期業績見通しの下方修正

（単位：億円）
期初
提示

前回
修正

（10/24）

今回
修正

3Q累計
実績

4Q
(1-3月期）

見込み

＜旧ガイダンス＞ ① ② ①ー②

売上高 7,800 7,200

営業利益 950 800

利益率 12.2% 11.1%

税引前利益 870 710

当期利益 570 500

6,900 5,232 1,668

200 447 -247

2.9% 8.5% -

125 395 -270

45 282 -237

4

一株利益（円） 416.56 370.45

配当金（円） 95 95

為替レート（対米ドル） 80円 78円
（2Q以降想定ﾚｰﾄ）

33.37 209.60 -176.23

80 - -

85円
（4Q想定レート）

80円
（3Q累計平均レート）

85円
（4Q想定レート）

※為替感応度は1円の変動に関し、対米ドルでは売上高54億円、営業利益6億円。対ユーロでは売上高6.5億円、営業利益2.4億円
です（全て通期ベース）。
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１２年度業績予想変動分析（前回vs今回）

+20億円

＜FY12営業利益見通し＞

＜FY12売上高見通し＞

+200
億円

▲500

800
億円

▲120
億円

▲100
億円

（PC/DSC/
液晶関連

等）

7,200
億円

▲500
億円

需要減為替
（円安）

前回
（12年10月）

6,900
億円

今回
（13年1月）

5

前回
（12年10月）

▲400
億円

為替
（円安）

売上及び
コストの変動
（稼動損除く）

収益構造改革
及びその他調整稼動損 今回

（13年1月）

200
億円

※収益構造改革及びその他調整 400億円の内、キャッシュアウト 40億円程度、
その他のノンキャッシュ360億円程度を見込んでいます。

※

収益基盤低下に伴う構造改革の施策等

需要減少に伴う操業度の低下
生産能力の適正化

マーケット変動（ボラティリティー）
タイムリーな生産調整、在庫水準の適正化

労働生産性の維持・向上にフォーカス
海外生産工場の人員合理化

6

その他
公正価値に基づく資産価値の評価見直し
による一時的な費用計上の検討、等
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緊急アクション・プラン

対象事業 対象部門

精密小型モータ ﾊﾟｿｺﾝ関連（HDD用/光ﾃﾞｨ
ｽｸ用等） ﾌﾟﾘﾝﾀ 事務機

・日本電産

・日本電産ｺﾝﾎﾟ ﾈﾝﾄｽｸ用等）、ﾌﾘﾝﾀｰ、事務機
器

・日本電産ｺﾝﾎｰﾈﾝﾄ

・日本電産ｻﾝｷｮｰ

・日本電産ｻｰﾎﾞ

・日本電産ｾｲﾐﾂ

電子・光学部品 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ用ﾚﾝｽﾞ・ｼｬｯﾀｰ
事業

・日本電産ｺﾊﾟﾙ

・日本電産ｻﾝｷｮｰ

家電・商業・産業用 新規連結会社とのｼﾅｼﾞｰ加
速化に向け最適生産構造

・日本電産ﾓｰﾀ

・日本電産ｿｰﾚﾓｰﾀ

7

の構築 ・ASI

・Kinetek

・Avtron

機器装置 液晶ｶﾞﾗｽ基板搬送用ﾛﾎﾞｯ
ﾄ、ﾊﾟｿｺﾝ関連検査装置

・日本電産ｻﾝｷｮｰ

・日本電産ﾘｰﾄﾞ

WPR™ Part2WPR™ Part2

WPR は、2008年に日本電産㈱の永守重信が自身の独自経営手法に付した名称です。
WPR™ は、日本電産㈱の日本国における商標です。
WPR© 日本電産㈱ 永守重信 2008年。
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WPR™ Part2

WPR™ = World-class Performance Ratios

（世界水準の業績達成の指標）（世界水準の業績達成の指標）

＜世界水準の業績指標達成目標＞

① ビジネスポートフォリオの転換と拡大の推進
（兆円企業への飽くなきこだわりとスリー新活動再加速）

② 連結営業利益15%の達成

9

② 連結営業利益15%の達成
（ASSETアプローチによる収益構造改革の断行）

③ キャッシュ創出力の強化による財務体質の改善
（CCC改善とCAPEX管理強化によるFCFの極大化）

WPR™ Part2 Vision
World-class Performance Ratios

の達成

WPR™ Part2 ターゲット
ボラティリティーが
一段と高まった
市場経済動向

先進国だけでなく、
新興国を巻き込んだ
パソコン需要の低迷

売上高

CCCの改善

WPR  Part2 タ ゲット
営業利益率：15% （15年度）
売上高：1.2兆円 （15年度）

キャッシュフロー： CCC 60日 （12年度）

営業利益 ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

固定構造改革 スリー新活動
※

10

（キャッシュ化速度）

全社シナジーをフルに活かし、全従業員で強力推進

変動費削減

ビジネスポートフォリオ転換

（特に新興国）

・新製品
・新市場
・新顧客

グローバル実効税率
最適化

※CCC （Cash Conversion Cycle）： 日数＝（在庫＋売上債権ー仕入債務）÷１日当り売上高

財務体質の持続的改善
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継続的企業変革の推進

企業変革

１００年後も成長を続ける企業集団への変革

収益構造改革 短期収益改善

（戦略的・組織的・体系的な検討を実施）

11

‘ASSET’ 
アプローチ

全員参加型
ボトムアップ活動

収益構造改革:‘ASSET’ アプローチ

グループのASSET（資産）である経営資源、即ち人財・固定資産・無形
資産（知財等）・キャッシュを最大限に活用し、利益を創出するための管理手法。

A
分析

(Analysis)

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
(Simulation)

劇的な業績反転
(Turn-around) ・事業単位

・会社/工場単位

A

ST

12

解決策提案
(Solution)

実行
(Execution)

・製品単位

で立案・実行 SE
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（単位：百万円）

１２年度第３四半期（累計）

実績
１２年度通期見込み

営業利益 前年度 前年比 営業利益 進捗率

上場グループ企業の業績

営業利益 前年度 前年比 営業利益 進捗率

日本電産

コパル
-156 3,419 --- -1,300 ---

日本電産

トーソク
1,546 2,478 -38% 2,150 72%

日本電産

コパル電子
2,766 3,386 -18% 3,000 92%

13

日本電産

リード 1,669 1,149 +45% 2,500 67%

上場４社

合計 5,825 10,432 -44% 6,350 92%

※上記は国内会計基準に基づいて発表された業績数値です。

グループ企業
業績ハイライト

14
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第３四半期決算ハイライト
単位

（百万円）
通期予想

(A)

3Q実績
（累計）
(B)

進捗率
(B)/(A)

売上高 25 600 20 017 78 2%

(百万円)

6 851 6 829
6,8157,179

10,000 1,500
売上高（左軸）

営業利益（右軸）

(百万円)

３Ｑ営業利益率13.4％、２Ｑ（15.3％）から1.9ポイントダウンも、
前年 （ ） （ ） 当期 （ ） 上

売上高 25,600 20,017 78.2%

営業利益 3,000 2,766 92.2%

営業利益率 11.7% 13.8% ---

経常利益 3,000 2,955 98.5%

当期利益 2,100 2,121 101.0%

一株利益（円） 31.67 32.00 101.0%

6,851 6,829
6,372

,

856865
807

867

1,044

0

5,000

前3Q 前4Q 当1Q 当2Q 当3Q

0

500

1,000

15

前年３Ｑ（12.1％）・４Ｑ（11.8％）・当期１Ｑ（12.7％）を上回る。
更なる収益力向上による経営基盤強化（収益改善プロジェクトに着手）

製品競争力強化（材料費の10％超の低減）
グローバル競争に打ち勝つビジネスモデルへの転換

事業ポートフォリオ転換による成長戦略
医療・産業機器においてパートナーシップ強化によるスリー新戦略が下期から徐々に成果に
環境・エネルギー制御・社会インフラ市場向けに新製品を継続リリース

15

第３四半期決算ハイライト

単位
（百万円）

通期予想
(A)

3Q実績
（累計）
(B)

進捗率
(B)/(A)

(百万円)

2,868 2,914
3,087

3 000

4,000

800

1,000
売上高（左軸） 営業利益（右軸）

受注残（左軸）

(百万円)

売上高 13,000 8,870 68.2%

営業利益 2,500 1,669 66.8%

営業利益率 19.2% 18.8% ---

経常利益 2,500 1,775 71.0%

当期利益 1,700 1,242 73.1%

一株利益（円） 121.43 88.77 73.1%

2,575
2,868

1,409

391
466

610

103

592

0

1,000

2,000

3,000

前3Q 前4Q 当1Q 当2Q 当3Q

0

200

400

600

スマートフォン関連の設備投資需要が牽引し売上高は堅調に推移
CSPパ ケ ジ向け フレキシブル基板向け タ チパネル向けなどCSPパッケージ向け、フレキシブル基板向け、タッチパネル向けなど

WPR™ Part2 に基づく事業構造改革を推進

「自律成長戦略7テーマ」、「QCDSSS利益改善施策3テーマ」の成果拡大

四半期ベースで過去最高の受注高と受注残高を記録
タッチパネル検査装置、半導体プローブ製造ラインなど新分野の受注増加

16
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第３四半期決算ハイライト
(百万円) (百万円)

単位
（百万円）

通期予想
(A)

3Q実績
（累計）
(B)

進捗率
(B)/(A)

売上高 30 000 23 934 79 8%

8,789
8,366 8,392

7 174

9,289

8,000

10,000

1,600

2,000
売上高（左軸）

営業利益（右軸）

3Q累計で減収減益（売上高：▲3.2%、営業利益▲37.6%）

売上高 30,000 23,934 79.8%

営業利益 2,150 1,546 71.9%

営業利益率 7.2% 6.5% ---

経常利益 2,300 1,705 74.1%

当期利益 1,050 1,024 97.5%

一株利益（円） 27.40 26.73 97.5%

7,174

607

313

661

1,163

626

0

2,000

4,000

6,000

前3Q 前4Q 当1Q 当2Q 当3Q

0

400

800

1,200

1717

3Q後半からの中国市場急減で売上高が減少。将来に向けた開発・製造の
大幅増強に伴う固定費負担増に加え、売上高の急減で営業利益も減少。
但し営業利益率は、1Q（3.7%）→2Q（7.5%）→3Q（8.5%）と継続して改善。
さらに収益基盤を強化するため、構造改革を推進。

通期業績予想を下方修正
売上高：306 → 300億円、 営業利益：31.5 → 21.5億円

第３四半期決算ハイライト
単位

（百万円）
通期予想

(A)

3Q実績
（累計）
(B)

進捗率
(B)/(A)

売上高 51 000 40 954 80 3%

(百万円) (百万円)

売上高 51,000 40,954 80.3%

営業利益 ▲1,300 ▲156 ---

営業利益率 ▲2.5% ▲0.4% ---

経常利益 ▲1,300 257 ---

当期利益 ▲7,000 202 ---

一株利益（円） ▲113.17 3.25 ---

Q3売上急減に対策が間に合わず：Q3累計前年同期比減収減益
予想を超えるデジカメ関連製品等の急減産

1818

予想を超えるデジカメ関連製品等の急減産
固定構造改革等の対策の遅れ

売上回復へ総力、ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ転換/拡大・構造改革を一層加速
売上回復：既存製品のシェアＵＰ、新興国への拡販、新製品の早期立上げ（Ｍ－ＯＩＳ他）
ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ転換：特に来期以降の主役となるｽﾏﾎ・二輪車・車載製品の早期拡大
構造改革：アジア営業増強（海外ｺｱ拠点強化）、国内機能統合、海外生産集約 他

通期業績修正
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■公表値前回比較

40

41

営業利益（単位：億円）

600

800

売上

+6

（単位：億円）

■短期収益構造改革の施策

-20

0

20 ▲24
限界

利益減

▲30
構造改革等

▲13

前回
公表値

今回
公表値

20 24

当期利益（単位：億円）

0

200

400

前回
公表値

600 為替 ▲96
数量減等

510

今回
公表値

及びその他調整

19

工場再編による生産能力の適正化

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾍﾞｰｽでの労務費総額の適正化

減産の強化による在庫水準の適正化を検討
-80

-60

-40

-20

0

▲54
営業利益

▲40
特別損失及び
税金費用等

▲70

前回
公表値

今回
公表値

お問い合わせ先
日本電産株式会社 広報宣伝・ＩＲ部

ＩＲグループ
Tel： 075-935-6140

E-mail： ir@jp.nidec.com

Nidec ロゴは、日本電産㈱の日本国、米国およびその他の国における登録商標または商標です。

All for dreams ロゴは、日本電産㈱の日本国における登録商標または米国およびその他の国の商標です。

※注記：

１． 当期より、「一般モータ」製品グループの名称を「車載及び家電・商業・産業用」製品グループと変更しており
ます。

２． 当期より、製品群の類似性を考慮し、「その他」製品グループに含まれていた自動車部品を「車載及び家
電・商業・産業用」製品グループへ含め、「電子・光学部品」製品グループに含まれていたモータ応用製品を
「精密小型モータ」製品グループへ含めております。この変更に伴い、前期の数値を当期の区分にあわせて
組替えております。

20
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業績推移

補足資料

業績推移・
製品グループ別

状況

21

製品グループ別売上構成（９ヶ月累計）

1.2%
(1.2%)

物流・サービス他、
オルゴール関連商品

電子・光学部品電子・光学部品電子・光学部品電子・光学部品

その他その他その他その他 (   )内のパーセントは前年同期の構成比率

精密小型モータ精密小型モータ精密小型モータ精密小型モータ
カメラシャッタ スイッチ

5,232億円

46.4%
(48.4%)

24.0%
(25.5%)

22.4%

8.9%
(9.7%)

10.2%
(10.3%)

その他小型モータ
光ディスク装置用モータ、
ＯＡ機器用モータ、
ポリゴンレーザスキャナ用
モータ、

産業用ロボット、

ＭＰＵ冷却用ファン

ＨＤＤモータ

機器装置機器装置機器装置機器装置

カメラシャッタ、スイッチ、
トリマポテンショメータ、
部品加工、樹脂成型品

基板検査装置、高速プレス
機器、チップ実装機、計測
機器、変減速機、ＦＡ機器、
カードリーダー

家電・
商業・
産業用

22

. %
（22.9%)

33.3%
(30.4%)

ＭＰＵ冷却用ファン、
ゲーム機用ファン、
ＰＣ・通信機器用ファン、
家電用ファン、
自動車用ファン、

携帯電話用振動モータ、
ブラシ付モータ、
ステッピングモータ
モータ駆動ユニット

車載及び家電車載及び家電
・商業・産業用・商業・産業用
車載及び家電車載及び家電
・商業・産業用・商業・産業用

カードリーダー

車載

※20ページに記載の注記 1.2.にご留意下さい。

12.1%
(11.9%)

21.2%
(18.5%)
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1,807
1 766 1,745 1,697

1,7902,000

FY11 FY12（億円）

売上高の推移(四半期別)

1,676
1,574

1,766 1,697

1,000

1,500

23

0

500

1Q 2Q 3Q 4Q

222
250

FY11 FY12（億円）

営業利益の推移(四半期別)

188

135

209198
200

222

100

150

200

24

25

0

50

1Q 2Q 3Q 4Q
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221

250

FY11 税引前利益 FY12 税引前利益

250

FY11 当期利益 FY12 当期利益（億円） （億円）

＜税引前利益＞ ＜当期利益＞

税引き前利益と当期利益の推移(四半期別)

163

142

183 187183

100

150

200

122

9191
103

133 132

100

150

200

25

25

0

50

1Q 2Q 3Q 4Q

17

0

50

1Q 2Q 3Q 4Q

1,000 250

（売上高：億円） （営業利益：億円）

786

精密小型モータ

823
891

793
745

26

142

112

153

178

200

400

600

800

50

100

150

200
786 745

26

26

0

200

FY11/3Q 4Q FY12/1Q 2Q 3Q

0

50

HDDモータ その他小型モータ 営業利益（右軸）

※20ページに記載の注記 2.にご留意下さい。
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800 60

（売上高：億円） （営業利益：億円）

車載及び家電・商業・産業用

587
616

19 20

272725

200

400

600

15

30

45
496

522 540
587

27

0

FY11/3Q 4Q FY12/1Q 2Q 3Q
0

日本電産 日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ&ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ
日本電産トーソク 日本電産テクノモータ
日本電産モータ 日本電産ソーレモータ
ASI Kinetek
Avtron 営業利益（右軸）

※20ページに記載の注記 1.2.にご留意下さい。

200 40

（売上高：億円） （営業利益：億円）

機器装置

157 156 152

4

19
22 20

11
50

100

150

10

20

30135
148

156 152

28

0

FY11/3Q 4Q FY12/1Q 2Q 3Q
0

日本電産サンキョー 日本電産シンポ Minster

日本電産リード 日本電産コパル 日本電産トーソク

その他 営業利益（右軸）
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200 200

（売上高：億円） （営業利益：億円）

電子・光学部品

164
185

190

161

12

21

165
19

0

50

100

150

0

50

100

150138

164 161

29

-21

-50

0

FY11/3Q 4Q FY12/1Q 2Q 3Q
-50

0

日本電産サンキョー 日本電産コパル

日本電産コパル電子 営業利益（右軸）

※20ページに記載の注記 2.にご留意下さい。

30 6

（売上高：億円） （営業利益：億円）

その他

222

4

210

20

30

2

4

6

17
20 19 20

23

30

0

FY11/3Q 4Q FY12/1Q 2Q 3Q
0

売上高　（左軸） 営業利益（右軸）

※20ページに記載の注記 2.にご留意下さい。


